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 Activity-based costing(ABC) or transaction costing was advocated by Robin Cooper 

and Robert S. Kaplan as a method for allocating overhead costs to products. The purpose 

of ABC systems is to measure accurately product costs. In ABC systems the overhead 

costs is allocated each product on nonvolume-related cost driver such as setup times, 

numbers of setup, numbers of production run, numbers of parts. It's designed to be use-

ful for the product decison making on product pricing, design, introduction and discon-

tinuance of a particular product or product line. 

 The purpose of this paper is to examine whether ABC is more useful for these deci-

sion making than attributable costing. It seems that ABC don't improve product dicision 

making. This paper provide a trial proposal for strategic cost analysis in purpose of 

product dicision making on discontinuance of products.

1.問 題提起

現代における市場および製造環境の種々の革新は,原 価計算システムに対 して重大な影響を与

えるものと予測される。まず第一に,消 費者ニーズの多様化が見 られる。これは,多 品種少量生

産化の方向へ と製造環境を変化 させる。これに伴 って,セ ット・アップ,生 産スケジュール,製

品設計,マ テリアル ・ハン ドリング(マ テハ ン),検 査,品 質保証 といった機能の多様性と複雑

性 をもたらした。

第二に,工 場の自動化技術の飛躍的発展は,直 接労働作業に代えて,ロ ボ ット,弾 力的生産シ

ステム(FMS)に よる生産を可能とし,直 接工の間接作業化,な いしは間接部門への配置替えを

余儀な くさせている。

また,第 三に,プ ロダク ト・ライフ ・サイクルの短命化に伴 う製品開発 と不採算製品の廃棄,

製品 ミックスに関する意思決定の重要性をもたらしている。

以上の事柄は,原 価計算にとっては,固 定費,間 接費の増大に伴 う配賦問題の重要性 と再検討
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を生ぜしめている。なぜ,間 接費の配賦問題の重要性をもたらすかと言えば,そ の事情はこうで

ある。

こうした製造環境の変化にもかかわらず,一 般に間接費の配賦基準として直接作業時間や直接

労務費が多 く用いられている。多品種少量生産化の状況において,従 来のボリューム(volume)

に依存する直接作業時間や機械運転時間などを用いて,増 大 した間接費を配賦すれば,多 量製品

(highvolumeproducts)に は多 く,少 量(小 ロ ット)製 品(lowvolumeproducts)に は少なく

配分されて平準化されてしまう(単 位当たりの間接費負担額は,多 量製品と少量製品とも同じで

ある)。 これでは,本 来少量製品を増やしたことによって追加 される多機能性,複 雑性のコス ト

の多 くは多量製品に配分 されることになる(キ ャプラン&ジ ョンソンは,こ れらを内部相互補助

(cross-subsidies)と 呼んでいる)。 その結果,多 量製品の製品原価,し たが って価格は高 く,

少量製品のそれは低 く設定され,製 品戦略上,誤 った意思決定 を生 じさせる。従来のボリューム

に依存 した配賦計算による原価情報は,多 量製品の競争力を弱めさせる方向に作用するので,独

特の特徴をもった差別化された少量製品をますます追加するといった戦略的な方策へと導 くであ

ろう。これでは,固 定費 ・間接費と見 られる複雑性のコス トを一層増大 させるという悪循環とな

り,結 果 として,い よいよ収益性は悪化 し,製 品 ミックスは貧弱となってしまう。このことから,

世界的な規模の競争や製品技術の革新を考えれば,正 確な製品原価情報の把握は,競 争優位に立

つ上で不可欠であることがわかる[CooperandKaplan,1988,p.96]。

このような背景のもとで,ク ーパー(RobinCooper),キ ャプラン(RobertS.Kaplan)は,こ

れらの従来のボリューム関連的な基準によって配賦計算する製品原価計算 とは別個に,活 動基準

の製 品原価計 算(activity-basedcosting:ABCと 略称 す る)な い しは取引基 準原価 計算

(transactioncosting)を 提唱する。ABCシ ステムは,活 動基準または取引基準のコス ト・ドラ

イバー(costdriver)に 基づ く配賦計算を基盤 としているのである(1)。それは,ま さに現代の変

革的な製造環境 にもっとも適合する原価計算 システムであると彼 らは主張している。

直接原価計算は,固 定費の増大 とともにその生成 を見たが,そ の固定費ないしは間接費が製造

原価に占める割合の増加が一層進展するや,皮 肉にも直接原価計算の在 り方に再検討が迫 られて

いる。実は,活 動基準の製品原価計算の提唱は,従 来のボリューム関連の配賦基準に基づ く全部

原価計算と直接原価計算 との両者に対 して問題を投げ掛けるものである。

コス ト・ドライバーを用いての配賦計算は,確 かに現実の物やサービスの流れとコス ト・フ

ローとのギャップをできるだけ小 さくしようとする試みであることは間違いないが,果 た しそ彼

らはどのような意図をもってこの原価計算システムを提唱 しているのか,そ れはどのような目的

に役立つ と考えているのか,現 行の原価計算システムとどのような関係において捉えようとして

いるのかをまず明 らかにしなければならない。そのことによって,本 稿は,ABCシ ステムを検

討 し,そ こにおけるいくつかの問題点を抽出し,彼 らの議論を拡張 しようと思 う。

もっと具体的に述べるならば,現 行の製品原価計算による配賦計算も,固 定費を変動費化させ

るという思考に基づいているが,こ れとコス ト・ドライバーによる配賦計算はいかに相違するの

か。またそれは,製 品の価格設定や収益性分析はともあれ,製 品の導入,廃 棄に関する意思決定

を適正化ないし是正することになるのか。さらに,従 来からある帰属原価計算あるいは関連原価

計算の場合 といかなる意思決定の差異をもたらすのか,言 い換えれば,ABCは 意思決定情報と

しての価値 を高めることになるのか。これらの諸点について考察 してみたいと思う。
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∬.ABCシ ステムの特性

以下において,ABCシ ステムを考察 していく上で,ま ずABCシ ステムの特質をよく理解 して

お く必要があろう。

キャプラン等は,こ のABCを 従来からある棚卸評価を主眼とした全部原価計算に代わるもの

としては提示 していないという点に注目することが肝要である。それは間接費を製品に配賦する

一方法にすぎない(2》。 もちろん,棚 卸評価,財 務諸表作成のためにも用いることが出来るが,そ

れは高価過ぎるか も知れない。彼 らはこのABCシ ステムを主 として製品の戦略的意思決定 と戦

略的収益性分析に用いようとしており,財 務会計 目的の原価計算システムとは独立 した別個のシ

ステムとしてもつように考えている。 しか し,最 近の論文では,将 来的にはこのABCシ ステム

(とオペ レーショナル ・コントロール ・システムとの統合システム)か ら期間財務諸表を財務会

計基準にあうように調整 して作成する方向を企図しているようである[Kaplan,1990]。

ABCシ ステムの特徴をキャプランは,オ ペレーショナル ・コントロール との対比において,

次のようにまとめている[Kaplan,1990,pp.24-25]。

①費用変動性についての仮定

ABCシ ステムは製品設計に関する意思決定や生産プロセス,価 格設定および製品ミックスに

関する戦略的意思決定を容易にするために設計されるから,実 際には,あ らゆる組織費は行われ

る意思決定に関して変動費と考えられよう(3)。

②報告と更新の頻度

ABCシ ステムによって算出される製品原価は 年度の至るところで分析研究のために用い

られることはあるが 年に1度 再見積 りされるにすぎない。顧客や製品に関わる戦略的意思決

定は,毎 日あるいは毎月でも行われるわけではないからである。

③正確性への要請,資 源消費の主観的判断の役割

ABC収 益性研究のための費用分析は,あ らゆる費用が,遂 行されるアクティビティおよび生

産される製品に関連付 けられることを要する。たとえ資源消費の正確な計測が存在 しないとして

も,ABC分 析はアクティビティおよび製品に費用 を割 り当てるために主観的な,最 善の見積判

断が行われることを要する。

④システムの範囲

ABCシ ステムは,管 理責任やコントロールがオーバーラップしたり,生 産,流 通そして販売

の種々の局面を横断して共有 されるときでさえも,費 用が製品,チ ャネル,お よび顧客に関連付

けられる。つまり,個 々の製品,製 品ライン,チ ャネル,お よび顧客の収益性を計算するために,

価値連鎖(valuechain)を 横断して費用を割 り当てる(4)。

皿.コ ス ト・ドライバ ーによ るコス ト・ビヘ イビア

ABCと は,す べての原価は変動費であるとの認識をもって,特 に間接費を活動別ないしは取

引別に捉えて,ボ リューム関連基準および非ボリューム関連基準のコス ト・ドライバーを用いて,

間接費(活 動原価,支 援サービス ・コス ト,取 引のコス ト)を 製品に配賦 して,製 品別の単位原

価を算出する一連の原価計算方法を指すものと考えられる。前に見たように,全 部原価計算 と大

きく相違するのは,(操 業度基準の)固 定費を実際の資源消費量を反映するいくつかのコス ト・

ドライバーを用いて正確 に跡づけようとすることにある。したがって,ク ーパー&キ ャプランの
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ABCシ ス テ ムで は,コ ス ト ・ドライバ ーによるコス ト ・ビヘ イビアが重要 なキー ・ポ イン トと

な っている。そ こで,彼 らのコス ト・ビヘイ ビアに対す る見解 をまとめてみる と表1の ように示

す ことがで きるだろ う。

表1ABCに お けるコス ト・ドライバー

コスト・ビヘイビァ

の視点

①短期の

操業度変化

②活動(取 引)

の変化(長 期)

適切なコスト・ドライバー

間 接 費

変 動 費

ボリューム関連基準(直 接作業

時間,機 械時聞,直 接材料費)

固 定 費

(長期)変 動費 非ボリューム関連基準(段 取時

間,段 取回数,注 文回数,生 産

回数など)

(長期)固 定費 9

この場合,長 期変動費 を配賦す るには,各 活動 についてそれぞれの一つのコス ト ・ドライバ ー

が選択 され る。

クーパー は,2段 階 配賦手続 を用 いたABCシ ステ ムを次の ように図示 している[Cooper,1989,

p.39]o

活動センター1

ア ク シ ョンA ア クシ ョ ンB ア ク シ ョンC ア クシ ョ ンD

＼/
▲V.」 ■画r

活動1 活動2 活動3

一1

一

一

W
▼ ▼ r

IACPll ACP2 IACP3,

コ ス ト ・

ドラ イバ ー1

rr

コ ス ト ・

ドライ バ ー2

コ ス ト ・

ドライバ ー3

▼

1製 品1

段階1

段階2

注:ACP一 活動 コス ト ・プ ール

図1ABCシ ス テム
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上 の図で,活 動 セ ンター(activitycenter)と は,管 理者 が遂行 される活動の コス トを別 々に

報告 した い と思 う生産 プ ロセスのセグメ ン トのこ とで ある[Cooper,1989 ,p.40]。 もちろん;コ

ス ト ・ドライバ ー毎 に活動 セ ンターが設 け られるで あ ろ う。各 活動 原価 プ ール(activitycost

pool:ACP)に は,そ の種 の活動 を製品のすべ てで遂行 す る トー タル ・コス トを含 んでい る。そ

こで,第1段 階の配賦 では,あ る活動に よって消費 される資源 のコス トを異 なった種類 の活動 に

跡 づける手続が必要 となる。各活動 にとって共通 的なコス トをどの ように配賦 す るか によって製

品原価 の歪 みの程度 も異 なって くる。

さて,表1に 戻 ろう。 クーパ ー等は,ボ リュームによって は変動 しないが活動量 または取引量

に応 じて変動す るコス トを長期 変動 費 と呼 んで,ポ リ丶ユーム基準 による変動費(短 期変動費)と

区別 している。 しか し,そ の コス トはただちには変化 しない とい う点 で短期 的ではな く,部 分的

な構造変化 を許す ほどの期 間 を視界 に入 れてい る。 この長期 変動費 は,生 産 プロセス の複雑性や

多 様性 に よって推 進 され,主 と して デ ィス ク レー シ ョナ リーで,そ の変化 は断 続 的 で あ る

[CooperandKaplan,1988a,p.25,27]O

ABCで は,活 動 ご とに原価 を集計 して,こ れをその活動 に適合す るコス ト・ドライバ ーに よ

って製品 に配賦 す るわけであるが,活 動 ごとの原価 には,従 来 固定費 と考 えられてい る減価償 却

費や保険料,税 金 を含 んでいる。 この部分 はある製 品(ま たは製品種類)を 廃棄 した として も必

ず しも発 生 を回避 で きるわけで はない ことに注 目しうるで あろう。

私 見では,こ の活動 セ ンター ・コス トには,た だちにコス ト・ドライバーの増減 に よって変化

する原価部 分 と,即 座 には変化 しない原価部分があ る と思 う。活動セ ンター ・コス トは,短 期 的

に見 れば図2の よ うになるが,部 分 的な構造変化 を許す期間 をとれば ,図3に あるよ うrに,段 階

費 的なコス ト・ビヘ イビアを示 す もの と思 われる。図3に おいて,各 階段 の高 さはこ うした即座

には変化 しない固定費部分 を指 し,傾 きはコス ト ・ドライバーに よって即座 に変化す る部分で コ

ス ト ・ドライバー1単 位 当た りのあ る活動 セ ンター ・コス トであ る。そ の幅 は コス ト・ドライ

バ ー単位 数(例 え ば,段 取 回数 ,生 産回数,・検査 回数,段 取 時間),階 段 数 は製 品 または製 品種

類の数 を表 わす もの と考え られる。点線で描 いた直線 は,当 該活動 セ ンター ・コス トの配賦線 を

指 し,そ の傾 きは配賦 率,つ まり製品への コス ト ・ドライバ ー当た りの平均配賦額 を表わ してい

間

接

費

0 コスト●ドライ蔦一

間

接

費

0 コスト・ドライ蔦一

図2コ ス ト ・ ビヘ イ ビア(1) 図3コ ス ト ・ビヘ イ ビ ア(2)
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る。

さて,ク ーパー等 はコス ト ・ビヘイ ビアを図4の ように仮定 している。それ は,図3の 点線 の

直線と同じである。図4の ように仮定することは,活 動セ

ンター ・コス トの固定費部分はコス ト・ドライバーの増減

に比例 して変動することを示唆 している。すなわち,コ ス

ト・ドライバー単位数が多い製品であれば,そ れに相応 し

てそれらの製品にその固定費部分を多 く配賦するというこ

とである。 これは,特 定製品または製品種類の導入 ・廃棄

ではなく,間 接費の発生がコス ト・ドライバーの拡大 ・縮

小によって影響 されることを仮定していることになる。つ

まり,特 定製品を廃棄 したとしても,他 の製品のコス ト・

ドライバー単位数が増えるならば,当 該製品の廃棄からは,

長期的にも,固 定費部分の減少をもたらさないことがあり

得るのである。

確かに,新 製品の導入によって,支 援サービス ・スタッ

間

接

費

0コ スト●ドライ11`一

図4コ ス ト ・ビヘ イ ビ ア(3)

フを増員したり,施 設を拡張したり,コ ス ト・ドライバーが増えたりすることはある。それに伴

うこれらの増分間接費(既 存の製品の廃棄によってやがてはスタッフを解雇 したり,施 設を一部

処分 し,コ ス ト・ドライバーが減るなら,そ れに伴 う減分間接費)だ け,当 該製品に配賦するこ

とは意思決定上 も意味のあることである。 しかし,ABCシ ステムには,こ のことを保証するど

のような根拠があるのであろうか。

精緻さの違いを無視すれば,彼 らは,コ ス ト・ドライバーによる間接費の配賦 を通 じて,従 来

のボリューム基準の配賦 と同様の間違い,つ まり内部相互補助 をおかしているのである。

また,彼 らはその変動部分を平均化 して配賦 していること,つ まり増分思考的でないことは,

さらに意思決定上の限界を明らかにするものである。ABCシ ステムがこのような構造の下に構

成されているならば,誤 った製品意思決定に誘導させることは大いにあ りうることである。筆者

は,こ こでABCの 製品意思決定上の限界を強調する。

クーパーは,ボ リューム関連基準 と非ボリューム関連基準で問接費を製品に配賦 された後は,

残 りの間接費はほとんど僅かであると言 う[1987,p.41]。 そしてこれも配賦 しなければならない

と述べている。その配賦 は,多 分に恣意的にならざるを得ないが,そ れによって製品原価が歪め

られることはないであろう。ここで,残 りの間接費の性格がどのようなものであるかについては

触れていない。いくつか考えられると思うが,少 なくとも二つはここで挙げることができる。一

つは,ボ リュームにも活動または取引基準のコス ト・ドライバーにも長期的に反応 しない間接費

であるという考えである。いま一つは,ど の活動センターでも捉えることの出来ない間接費とい

う考えである。表1で は,こ れを長期固定費として示 している。

以上のコス ト・ドライバーにおけるコスト・ビヘイビアに関する考察を通 じて,製 品意思決定

の観点からは,ク ーパー,キ ャプランのABCシ ステムには,依 然 として検討 を要する不備が残

されていると思う。次節では,こ の問題について少 し詳 しく論じられるであろう。
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N.ABCと 製品意思決定

(1)直接原価計算と意思決定問題,

キャプランは,ABCに おける製品意思決定上の優位性をつぎのように述べている。すなわち,
「製品価格設定

,製 品の導入と廃棄,受 注,製 品ミックス,お よび自製か外注かの意思決定のほ

とんどに短期的な変動費を用いることは危険である。これらの意思決定は,企 業のキャパシティ

資源のコミットメントを伴うことになり,短 期的ではなく,長 期的な原価の変動性に照らして行

われるべ きである」[Johnson&Kaplan,1987,p.233]。 こうした意思決定は,戦 略的事項であり,

個々の製品の長期的な限界原価(long-runmarginalcosts)に 基づいて行 うべ きである[Kaplan,

1988,p.65]。 それで,ABCシ ステムか ら得 られる製品原価情報が果たして長期限界原価として

の役割を十分に果たしうるかどうかが本節での争点である。

さて,直 接原価計算は短期的意思決定への活用という役割を担って原価計算史上に登場 してき

た。ある程度はその役割を果たしてきたのであるが,そ れには限界があることも露呈した[志 村,

1989]。 そこでの意思決定では,固 定費は製品意思決定には無関連な原価 として処理され,意 思

決定の結果固定費の変化をもたらさないような意思決定にのみ有効であった。増分原価は必ず し

も変動費のみを表わすわけではない。この点についての指摘の代表は,モ ス&ヘ イスマンのもの

であろう。

モス&ヘ イスマ ンは,か つて直接原価計算が意思決定のための原価情報を提供する場合の限界

について論 じたことがある。直接原価計算は,製 品単位当たりの変動費情報 を提供するが,特 定

のアウ トプットのセグメン ト(aparticularsegmentofoutput)に 関 して直接識別可能な原価 を

認識 していないと論及する。彼 らは,原 価対象(ア ウトプットのセグメント)に 関する識別可能

性(identifiability)と 原価タイプとの関係を表2の ように例示 している[1957,p.188]。

表2原 価の識別可能性

原価のタイプ アウトプットのセグメント

機械段取費 (生産着手される)ジ ョブ,生 産ロット

特別のコンサルティング作業費

(またはある一定のジョブ,ロ

ットについて外部購入されるそ

の他のサービス ・コスト)

ジョブまたは生産 ロット

げ

丶

製品監督者の給料および組織費 (監督される)製 品ライン

地区販売管理者の給料および組

織費

当該地区で販売される製品アウトプット
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このようなアウトプ ットのセグメントの拡張または縮小に関する意思決定に必要な原価 タイプ

は,明 らかに,単 位当た り平均変動費ではない。アウトプット単位当たり変動費と,ア ウ トプッ

トのセグメント当た り変動費をともに含む特別に計算 された直接原価が,こ のような意思決定に

有用 とされる[ibid.]。 本稿の関心事から言うと,モ ス&ヘ イスマ ンは,ジ ョブやロット毎に把

握 される,例 えば段取費は意思決定のために考慮される必要があることを示唆 してお り,ジ ョブ

やロット別の変動費(ク ーパー等の言葉では長期変動費)を 予想 していたのかも知れない。

直接 原価 計算 の こうした限界 を克服す る方 策 として,シ リングローは,帰 属可能原価

(attributablecosts)の 把握を提唱 している。 シリングローによれば,帰 属可能原価 とは,「あ

る製品または機能が,そ の支援組織構造の変更無 しに完全に廃止されるとすれば,平 均的に回避

されうる単位当た り原価である」[1963,p.80](傍 点は筆者)。 この帰属可能原価は,あ る意味で

は,平 均変動費の長期的な相対物である。それはいわば実際の場面にオペレーショナリテ ィが付

与された長期的な限界原価概念を表わしているとも考えられる[ibid.,pp.79-80]。 安達和夫教授

も述べているように,シ リングローは 「帰属可能原価の特質として,長 期的に見てのセグメント

原価あるいは職能原価の回避可能性(avoidability)を 重視 している」[1981,49頁]。 つまり,

帰属可能原価 もまた長期限界原価 を志向 した原価概念であると言うことである。ABCシ ステム

の製品原価概念と比較する意味で,以 下において,帰 属可能原価について詳しく考察 していく。

(2)帰属可能原価情報の利用

シリングローは,帰 属可能原価情報の作成によってどのような役立ちを期待 していたのであろ

うか。

彼は,前 出の1963年 の論文で初めて帰属可能原価の概念 を導入したが,投 資タイプの意思決定

にも,ま た当座的な業務意思決定にも属さない意思決定のタイプを識別 し,こ のタイプに帰属可

能原価を適用 している。識別されたタイプの意思決定には,こ こで取 りあげている製品関連意思

決定を含んでいる。

彼は,『原価計算』の第3版 でより明確にこの概念 を定義 している。つまり,「当企業が所与の

原価センターや業務活動あるいは製品を取 り止める場合に,現 在の活動水準からゼロまで移行す

るのに十分な時間が与えられれば除 くことができるであろう原価額である」 と[1972,p.187]。

1963年 の論文の場合の定義 との大きな相違は,単 位原価ではなく総額を問題としていること,長

期的な含蓄を持つことをより明確にしていることである。

もともと帰属原価計算は,前 述のように,直 接(ま たは変動)原 価計算が特にセグメントの存

続 ・廃棄に関する意思決定に有用な原価情報を提供していないので,そ の意思決定のための原価

情報 として考案されたものである。それには,い く分長期的な視野が必要 とされよう(5)。

特定セグメントについての帰属可能原価は,変 動費,跡 づけ可能固定費,及 び帰属可能一跡づ

け不能固定費から成ってお り,表3の ように,4つ の利益概念 を算出することが可能である。こ

の帰属可能性のテス トは,上 の定義から,長 期的な回避可能性 によって判定 されると考えられる。

この帰属可能原価情報は,ど のようなメリットをもつのであろうか。安達和夫教授は次の諸点

を挙げている[p.58]。

①全部原価計算での分離不能共通原価の恣意的な配賦の排除。

②セグメント原価分析に無関連な上記共通原価の排除。

③価格設定基準の妥当性。

④限界利益 ・貢献利益を加えての帰属可能利益による一層適切なセグメント計画設定。
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表3セ グメント別収益性計算

セグメント

売上高

変動費

変動利益

跡づけ可能固定費

貢献利益

帰属可能一跡づけ不能

固定費

帰属利益

その他の跡づけ不能

固定費

純利益

X

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

YZ飼
XXXXXXXXX

XXXXXXXXX

XXXXXXXXX

XXXXXXXXX

XXXXXXXXX

XXXXXXXXX

XXXXXXXXX

XXXXXX.XXX

XXXXXXXXX 一

つぎに,こ の帰属可能原価と長期的限界原価との関連を見てお、こう。一般に,長 期的限界原価

は,企 業が工場規模を変化させることによって,ア ウトプ ットの変化を来すほど十分な時間が与

えられるときに,1単 位のアウトプットの変化から生ずるトータル ・コス トの変化額 と定義され

る。 しか し,こ の意味での長期的限界原価は実際には測定不能である。シリングローは,帰 属可

能原価の測定 目的は,キ ャパシティの不断の変化 を許すほど十分な時間が認められると仮定 した

場合,事 業のある特定のセグメントまたは局面を拡張ないしは縮小するという意思決定によって

いかに原価が影響されるかを見積 もるために用いられうる単位原価数値を発見することであると

し,帰 属可能原価は,長 期的限界原価よりも包括的ではないが,容 易に測定可能であり,現 実に

即 していることを強調 している[1963,p.80]。

(3)ABCと 製品意思決定

キャプラン等は,こ のABCに よる製品原価計算によって,製 品(ま たは製品種類)の 導入,

廃棄,価 格設定に関する意思決定への役立ちを期待 していたことは,既 に述べた。しかしながら,

どのようにABCで 算定された製品原価数値をこれらの意思決定の場面に用いるかについて具体

的に示しているわけではない。

また,彼 らは製造環境の改善をもたらすよう動機づける原価情報の利用,な らびに製造環境の

改善による製品原価への影響を測定する情報 として用いられることを勧めている。例えば,ABC

で得られた原価情報によって,共 通部分をより多 く使用するように設計変更を促 した り,少 ない

構成部品で生産しやすいように設計 したり変更するよう勧告することが可能である。また,製 造

工程の連続一貫化によって段取費がどれほど低減されたか,品 質向上がどれだけ最終検査費を削

減できたか,そ れによって製品原価はどのように影響されたかを測定することも可能となるので

ある[CooperandKaplan,1989,p.103]。

さて,本 節の争点,つ まりABCシ ステムの製品原価情報が果たして長期的限界原価 としての

役割を果たすことが出来るかどうかに問題点を絞って考察 してみよう。

価格設定はともあれ,製 品または製品種類の導入 ・廃棄意思決定に必要な原価情報は,単 位原

価ではな く製品または製品種類に関連する全体原価でなければならない。検討されるべきなのは,
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特定製品の単位 レベルの廃棄ではなく,特 定製品全体の廃棄だからである。このことは,製 品収

益性分析,採 算性分析についても当てはまるだろう。 したがって,活 動基準によって各製品また

は製品種類に配賦された間接費を各製品の生産量で除 して単位原価化 した情報よりも,配 賦額を

そのまま利用するほうが,こ の種の意思決定には優れていると思われる。

シリングローも,当 初は帰属可能原価を単位原価レベルで算定することが望ましいことを主張

していた。そこでは固定費の単位化は有用であるかどうかを自問し,つ ぎのように答えている。

「分析的な弾力性を提供するためにだけ単位化(unitization)は 望 ましい。各主要製品または遂

行 されるサービス機能について単位当たりの帰属可能原価 を見積 もることは,企 業の事業のどん

なセグメントをも研究するのに必要な原価係数を提供する。さらに,前 もって トラブルの徴候を

発見する手段 としての趨勢分析に用いられることもある」[1963,p.80,81]。 しか し,こ のよう

に主張 したにもかかわらず,彼 は後ほどの議論では帰属可能原価 を単位原価 レベルで算定するこ

とには固執 していないようである。

ここで,ABCと 帰属原価計算を意思決定の観点から評価 し,一 つの提案を試みようと思う。

前節で,ク ーパー等の想定するコス ト・ビヘイビアについて言及 し,こ の仮定の意思決定にお

ける不適合 を指摘 した。製品関連意思決定に役立つためには,間 接費をコス ト・ドライバ ーを用

いて平均 して捉えるのではな く,個 別に捉える必要がある。つまり,活 動セ ンター ・コス トの内

の製品毎の固定費配賦額(も ちろん操業度基準の固定費である)は,取 引や活動量に応 じて発生

するのではなく,チ ャンク ・コス トとして発生するのであ り,図3の ようなコス ト・ビヘイビァ

が想定されていなければならないのである。この点で,ABCは,た とえ間接費配賦額を単位化

しないで各製品に直課 したとしても,意 思決定には不十分である。また,測 定のコス トを考慮 し

て,活 動基準ではなく,取 引基準 を用いることは一層この傾向を助長する。

これに対 して,製 品原価計算としての帰属原価計算は,こ うしたコス ト・ビヘイビアをより反

映した間接費配賦計算を達成することができる。そこでの製品原価 は価格設定に用いるにはふさ

わしいと言えるだろう。それはABCの 製品原価 よりも長期限界原価に近似するからである。

しか しながら,帰 属原価計算 にも,ABCと 同じように,意 思決定上の欠陥がある。それは,

製品別に集計 された総原価を生産量で除して製品単位原価を算出することと関係 している。帰属

原価計算から得られる製品原価数値 は,ABCの それよりも厳密性は高いが,操 作性は低い。 し

かし,共 に長期限界原価のラフな近似値にす ぎない。この単位原価数値は,特 定の製品のアウ ト

プット量 を増減 させたり,活 動量や取引量を引 き下げたりしたときの原価変動を知るには不適当

であるし,特 定製品の廃棄意思決定にも用いることができない。長期的志向を加味 した関連原価

分析 ないしは帰属原価分析が必要であることを示唆 している。

ABCな い しABC分 析は,製 品または製品種類に関する意思決定にその適用が限られているの

で,一 般的な(戦 略的な)意 思決定には適用 し難い。その点,帰 属原価分析は,セ グメントおよ

び機能一般に適用できるいう点で優れている。

しか し,筆 者は,ABC分 析 が帰属原価分析 よりも優れている点を指摘 しておきたい。それは,

帰属可能一跡づけ不能固定費を算定するときの具体的 ・客観的な指針ないしは手段 を提供すると

いう点に求められると思う。帰属原価計算はABCの コス ト・ドライバーによる配賦法を取 り入

れることによって,表4の ような戦略的収益性分析を行うことが可能となるのである。

その際,明 らかに特定製品または製品種類に跡づけることの可能な固定費は,活 動センター ・

コス トから予め除外 してお く必要がある。そして,容 易には跡づけできないが帰属可能な残 りの
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表4製 品の戦略的収益性分析

製品または製品種

売上高

1変動費

変動利益

跡づけ可能固定費

貢献利益

帰属可能一跡づけ

不能固定費:

活動コスト①

n

J!

!/

〃

n

0

0

④

0

⑥

W

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XY

XXXXXX

XXXXXX

XXXXXX

XX.XXXX

XXXXXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

z金 _迸

XXXXXX

XXXXXX

XXXXXX

XXXXXX

XXXXXX

帰属可能利益

共通長期固定費

純利益

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

XXX

活動センター ・コストを適当なコス ト・ドライバーによって各製品に配賦することができる。そ

の結果,帰 属可能利益数値によって,製 品別の収益性を測定し,廃 棄意思決定,価 格設定などに

有効な情報を提供することがで きると思われる。ABCシ ステムで恣意的に配賦 される共通長期

固定費はそこでは一括 して控除される。製品の廃棄意思決定には全 く関係がないからである。

V.結 び

本稿は,ク ーパーやキャプランが提唱す るABCが 戦略的な製品意思決定のための原価情報 を

提供するという主張に対 して,若 干の疑問を提出した。製品の導入 ・廃棄,価 格設定,製 品 ミッ

クス等に関する製品意思決定が多分に戦略的であるから,短 期的意思決定を志向 した直接原価計

算ではそのために有用な原価情報を提供 し得ないし,ま た,も っぱらボリュームを基準とした間

接費の配賦方法を志向する全部原価計算では,現 代の製造環境を反映した正確な製品原価 を算出

することはで きない。その結果,製 品戦略上不都合が生 じてくる。確かに,こ れらの認識におい

ては間違いはないと思われるが,間 接費の配賦を精緻化 したからといって,こ れらの意思決定,

特に製品または製品種類の廃棄に関する意思決定が改善されるとは思われないのである。この種

の意思決定では,帰 属原価計算の考え方が援用できるであろう。

ABCに よる製品原価概念と帰属可能原価概念 とは,そ の解決を志向する問題状況や長期的限

界原価を志向しているという点において共通項が見られるものの,解 決の仕方においては若干の

相違が見 られる。その際の重要な問題点は,コ ス ト・ビヘイビアに関するクーパー等の論点に不

明確な点が残 されているし,そ の仮定が余 りに単純であることから,活 動センター ・コス トの意
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思 決 定 に お け る 影 響 を 正 確 に は 測 定 し得 な い こ と で あ る 。

筆 者 は,ABC手 法 が 帰 属 可 能 原 価 算 定 の た め の よ り明 確 な 基 準 を 提 供 す る の を 援 助 で き る と

期 待 し て い る 。 こ う し た 認 識 の も と で,本 稿 は,製 品 の 廃 棄 に 関 す る 製 品 意 思 決 定 の 戦 略 的 原 価

分 析 の 一 つ の 試 み を 提 示 して き た 。

注

(1)ク ー パ ー は,明 らか に,活 動 基 準 の コ ス ト ・ドラ イバ ー と取 引 基 準 とそ れ とを峻 別 して い る 。取 引基 準

の コ ス ト ・ ドライ バ ー は あ く まで も測 定 の コ ス トを考 慮 した 活動 基 準 の代 用 と考 え られ る べ きで あ る 。例

え ば,検 査 費 の 配賦 を考 え る と,活 動 基準 の コ ス ト ・ ドライ バ ー は,検 査 時 間 で あ るが,こ の 時 間 を測 定

す る コス トを考 え て,取 引 基 準 の コ ス ト ・ドライ バ ー で あ る検 査 回 数 を用 い る場 合 が そ うで あ る。 「活 動

の継 続 時 間(duration)を 捉 え る コ ス ト ・ ドラ イ バ ー の代 わ りに,活 動 に よっ て 生 み 出 され る取 引 数 を捉

え る コス ト ・ ドラ イ バ ー を用 い る の はABCの 設 計 に お い て 測 定 コ ス トを引 き下 げ るた め の 重 要 な技 術 で

あ る」[1989a,p.43]。 とは い え,「 取 引基 準 の コス ト ・ドラ イバ ー が 活動 の実 際 消 費 と完 全 に相 関 す る の は

稀 で あ る」[ibid.,p.44]。

(2)ABCシ ス テ ム は,コ ス ト ・コ ン トロ ー ル の一 技 法 と して,混 同 して用 い られ る こ とが あ る。 そ れ は,コ

ス ト ・ドラ イバ ー とい う用 語 の 用 い 方 に 関係 して い る。 キ ャプ ラ ンは,ジ ョ ン ソ ン との 共 著 の 中 で,ミ

ラ ー&ボ ル マ ン(JeffreyG.MillerandThomasE.Vollmann)の4つ の タイ プ の トラ ンザ ク シ ョ ン(取 引)

に 言 及 して い る[1987,p.237]。 ミラ ー&ボ ル マ ン は,こ れ らの 取 引 を排 除 し,そ れ に よ って 間接 費 を引

き下 げ る種 々 の メ カ ニ ズ ム を提 唱 して い る[1985]が,キ ャプ ラ ン等 は,長 期 的 な 製 品原 価 情 報 を作 成 す

る た め に は,ミ ラ ー&ボ ル マ ンの提 唱 す る 「取 引 の コ ス ト」 思 考 を理 解 し,採 用 す る こ とが必 要 で あ る と

述 べ て,こ の 取 引 基 準 の コ ス ト ・ドラ イ バ ー を 製 品 に 間接 費 を跡 づ け る 方 法 と して 用 い て い る[ibid.,

pp.237-238]。 こ う した コ ス ト ・ドラ イバ ー の用 い方 が混 乱 を もた らす 原 因 にな った と思 わ れ る。

ま た,ク ーパ ー は 最 近 の 論 文[CooperandTurney,1990]で,内 部 に焦 点 を当 て たABC(internallyfo-

cusedactivity-basedcostsystems)に つ い て 言 及 し,製 品 設 計 者 や プ ロセ ス ・エ ン ジニ ア ー に企 業 の 生 産

の 可 能 性(manufacturingcapability)を い か に 改 善 す るか につ い て メ ッセ ー ジ を伝 達 す る手 段 と して 用 い

て い る。 そ して,正 確 な製 品 原価 を報 告 した り,企 業 が そ の 戦 略 を修 正 す る の を可 能 とす る よ う に設 計 さ

れ たABCの ほ う を外 部 に焦 点 を当 て たABCと 呼 んで 区 別 して い る。

ジ ョ ンソ ンは,活 動 基 準 の情 報 を会社 の オペ レー テ ィ ング 活 動 に お け る競 争 価 値 の 源 泉(例 え ば,品 質,

弾 力 性,コ ス ト)に 関 す る 非財 務 的情 報 と,管 理 者 が現 行 の 製 品 や 活 動 ミ ックス の 長 期 的 収 益 性 を評 価 す

る の を可 能 とす る戦 略 的 原 価 情 報 の 二 つ の タイ プ に分 け て論 じて お り,そ れ は本 稿 で論 ず るABCシ ス テ

ム と は次 元 を異 に す る も の で あ る[1988,p.24]。 こ の 活 動 基 準 の情 報 は,概 念 的 に は,ウ イ リ ア ム ソ ン

(OliverWilliamson)の 市 場 ・階層 理 論 に,そ して ポ ー ター(MichaelPorter)の 価 値 連 鎖 概 念 に関 連 して

い る 。

(3)こ こで い う組 織 費(organ童zationalexpenses)は,支 援 サ ー ビス提 供 部 門 費 の こ とで あ る と思 われ る。

(4)ABCシ ス テ ム か ら除外 され る コス トが あ る。 それ は,遊 休 施 設 費 と新 規 の 製 品 お よび製 品種 類 の研 究 開

発 費 だ け で あ る[Kaplan,1988,p.65;CooperandKaplan,1988,pp.101-102]。

(5)帰 属 原 価 計 算(attributablecosting)と は,セ グ メ ン ト別 に 把 握 され た 帰 属 可 能 原 価 を 当該 セ グ メ ン ト

の 単位 数 で 除 して 単位 原価 を算 出 す る技 法 と考 え て い る。 そ れ ゆ え,単 位 原 価 数 値 が 問 題 と さ れ る と き に

は い つ も帰 属 原 価 計 算 を念 頭 にお い て 説 明 して い る し,総 額 の 原 価 を問 題 と して い る と きに は,帰 属 原 価

分 析 を前 提 と して い る。
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